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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　データ入出力処理部と、
　データベース部と、
　電池モジュールの製造状態別・劣化状態別の容量－電圧プロファイルデータ、電池モジ
ュール毎の出荷時における容量－電圧プロファイルデータ、各電池モジュールの直近の容
量－電圧プロファイルデータとを照合して、電池システムを構成する電池モジュール毎の
劣化度を推定する劣化度推定部と、
　電池モジュールの過去の充放電実績データに基づいて、今後の使用パターンを推定する
使用パターンの推定処理部と、
　劣化度、電池モジュール毎の使用パターン、特性劣化データに基づいて、余寿命を計算
する余寿命計算部と、
　電池モジュール毎に計算された余寿命に基づいて、個々の電池モジュールの交換時期を
指示する交換時期指示部と
　を有する電池システムのメンテナンス管理システム。
【請求項２】
　請求項１に記載の電池システムのメンテナンス管理システムにおいて、
　前記交換時期指示部は、点検時点において前記余寿命がしきい値以下となる確率を計算
し、当該計算結果に基づいて個々の電池モジュールの交換時期を決定する
　ことを特徴とする電池システムのメンテナンス管理システム。
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【請求項３】
　請求項２に記載の電池システムのメンテナンス管理システムにおいて、
　前記交換時期指示部は、各電池モジュールの交換時期を、前記点検時点と計算された前
記確率との関係として画面表示する
　ことを特徴とする電池システムのメンテナンス管理システム。
【請求項４】
　請求項３に記載の電池システムのメンテナンス管理システムにおいて、
　前記交換時期指示部は、各電池モジュールの交換時期に関する情報を同一画面上に表示
する
　ことを特徴とする電池システムのメンテナンス管理システム。
【請求項５】
　請求項１に記載の電池システムのメンテナンス管理システムにおいて、
　前記交換時期指示部は、個々の電池モジュールについて計算された余寿命を所定の幅を
持った分布グラフの形式で表示する
　ことを特徴とする電池システムのメンテナンス管理システム。
【請求項６】
　請求項１に記載の電池システムのメンテナンス管理システムにおいて、
　前記使用パターンの推定処理部は、各電池モジュールの過去の充放電実績データとその
設置場所の環境実績とに基づいて、ある時間区間毎の累積使用容量と前記環境実績との関
係をモデル化し、当該モデルに基づいて今後の使用パターンを推定する
　ことを特徴とする電池システムのメンテナンス管理システム。
【請求項７】
　請求項６に記載の電池システムのメンテナンス管理システムにおいて、
　前記環境実績は、温度、湿度、平均風速、最大風速、日照量のいずれか又は任意の組み
合わせである
　ことを特徴とする電池システムのメンテナンス管理システム。
【請求項８】
　電池システムのメンテナンスを管理する計算処理部が、電池モジュールの製造状態別・
劣化状態別の容量－電圧プロファイルデータ、電池モジュール毎の出荷時における容量－
電圧プロファイルデータ、各電池モジュールの直近の容量－電圧プロファイルデータとを
照合して、電池システムを構成する電池モジュール毎の劣化度を推定する処理と、
　前記計算処理部が、電池モジュールの過去の充放電実績データに基づいて、今後の使用
パターンを推定する処理と、
　劣化度、電池モジュール毎の使用パターン、特性劣化データに基づいて、余寿命を計算
する処理と、
　電池モジュール毎に計算された余寿命に基づいて、個々の電池モジュールの交換時期を
指示する処理と
　を有する電池システムのメンテナンス管理方法。
【請求項９】
　請求項８に記載の電池システムのメンテナンス管理方法において、
　点検時点において前記余寿命がしきい値以下となる確率を計算し、当該計算結果に基づ
いて個々の電池モジュールの交換時期を決定する処理を有する
　ことを特徴とする電池システムのメンテナンス管理方法。
【請求項１０】
　請求項９に記載の電池システムのメンテナンス管理方法において、
　各電池モジュールの交換時期を、各電池モジュールの交換時期を、前記点検時点と計算
された前記確率との関係として画面表示する処理を有する
　ことを特徴とする電池システムのメンテナンス管理方法。
【請求項１１】
　請求項１０に記載の電池システムのメンテナンス管理方法において、
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　前記関係と共に、各電池モジュールの交換時期に関する情報を同一画面上に表示する
　ことを特徴とする電池システムのメンテナンス管理方法。
【請求項１２】
　請求項８に記載の電池システムのメンテナンス管理方法において、
　個々の電池モジュールについて計算された余寿命を所定の幅を持った分布グラフの形式
で表示する処理を有する
　ことを特徴とする電池システムのメンテナンス管理方法。
【請求項１３】
　請求項８に記載の電池システムのメンテナンス管理方法において、
　各電池モジュールの過去の充放電実績データとその設置場所の環境実績とに基づいて、
ある時間区間毎の累積使用容量と前記環境実績との関係をモデル化し、当該モデルに基づ
いて今後の使用パターンを推定する処理を有する
　ことを特徴とする電池システムのメンテナンス管理方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、電池システムのメンテナンス管理システム及び方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　リチウムイオン電池は、ニッケル水素電池に比較して圧倒的に高いエネルギー密度を有
している。また、リチウムイオン電池は、メモリー効果が小さいという特性を有している
。このため、リチウムイオン電池は、携帯電話機、ノートパソコンその他の携帯機器、ハ
イブリッド車両、電動車両その他の車両に広く用いられている。
【０００３】
　リチウムイオン電池には、充放電を繰り返すと、正極側では電解液の酸化・結晶構造の
破壊が起こり、負極側では金属リチウムの析出が起こる特性がある。この特性のため、充
放電の繰り返しは、リチウムイオン電池の容量を劣化させる。容量の劣化が続いた場合、
リチウムイオン電池は、その電力の供給先である機器に対し、必要とされる電力を提供で
きなくなる。このため、リチウムイオン電池の定期的な交換が必要となる。特に、多数の
リチウムイオン電池から構成され、大量の電力を提供できる大規模電池システムにおいて
は、多くのリチウムイオン電池の劣化に伴う交換の効率化が必要となる。
【０００４】
　本技術分野の背景技術を記述する文献の１つとして、特許文献１がある。この文献の要
約部分には、「車両に搭載した電池の寿命を改善するための制御プランを提示し、車両の
制御に関する制御情報を変更することができる車両用電池診断システムを提供する。」と
記載されている。
【０００５】
　また、本技術分野の背景技術を記述する他の文献の１つとして、特許文献２がある。こ
の文献の要約部分には、「電動機からの動力を用いて走行する自動車に搭載されたまたは
自動車への搭載用のバッテリの余寿命をより適正に診断する。」、「寿命バッテリの使用
状態と寿命実績（寿命バッテリの充電特性など）とを関連付けて寿命情報としてデータベ
ース化して準備しておき、診断用バッテリの余寿命を診断する際には、データベースのう
ち診断用バッテリの使用状態に対応する対応領域から寿命充電電圧バラツキΔＶｍｃｌｉ
取得し（Ｓ１４０）、充電シーケンスにより診断用バッテリが充電されたときの診断充電
電圧バラツキΔＶｍｃｃｕを取得し（Ｓ１７０，Ｓ１８０）、取得した診断充電電圧バラ
ツキΔＶｍｃｃｕと寿命充電電圧バラツキΔＶｍｃｌｉとの関係から診断用バッテリの余
寿命距離Ｒｄや余寿命時間Ｒｔを計算する（Ｓ１９０）。」と記載されている。
【０００６】
　また、本技術分野の背景技術を記述する他の文献の１つとして、特許文献３がある。こ
の文献の要約部分には、「バッテリ１２が寿命に到達していると判定されたときには、バ
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ッテリ１２の使用環境（搭載車種，使用地域，使用用途，走行履歴など）と使用状態情報
（バッテリ１２の充電特性や放電特性，通算走行距離Ｌｓｕｍ，通算使用時間Ｔｓｕｍな
ど）とを関連付けて寿命情報のデータベースの一部として管理サーバ５０のハードディス
クドライブ５４に記憶させる。これにより、寿命情報のデータベースをより適正なものと
することができる。」と記載されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００７】
【特許文献１】特開２０１０－１１９２２３号公報
【特許文献２】特開２０１１－６４５７１号公報
【特許文献３】特開２０１１－６９６９３号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　特許文献１には、電池診断情報（電流値や電圧値に基づいて電池の充電状態を算出して
診断するとのみ記載されている）に基づき電池の寿命を改善するための車両の制御プラン
を提示し、ユーザが選択した制御プランに応じて車両の制御情報を変更するが、個々の電
池の交換時期を指定する技術に関する開示は無い。
【０００９】
　特許文献２及び３は、自動車に搭載された又は自動車への搭載用の電池の余寿命を精度
よく診断する技術を開示しているが、電池システムの個々の劣化に応じた交換時期を指定
する技術に関する開示は無い。
【００１０】
　そこで、本発明は、個々の電池モジュール毎の交換時期を決定する電池システムのメン
テナンス管理システムを提供する。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
　上記課題を解決するために、本発明は、以下の処理（機能部）を有する。
(1) 電池モジュールの製造状態別・劣化状態別の容量－電圧プロファイルデータ、電池モ
ジュール毎の出荷時における容量－電圧プロファイルデータ、各電池モジュールの直近の
容量－電圧プロファイルデータとを照合して、電池システムを構成する電池モジュール毎
の劣化度を推定する劣化度推定部（処理）
(2) 電池モジュールの過去の充放電実績データに基づいて、今後の使用パターンを推定す
る使用パターンの推定処理部（処理）
(3) 劣化度、電池モジュール毎の使用パターン、特性劣化データに基づいて、余寿命を計
算する余寿命計算部（処理）
(4) 電池モジュール毎に計算された余寿命に基づいて、個々の電池モジュールの交換時期
を指示する交換時期指示部（処理）
【発明の効果】
【００１２】
　本発明によれば、電池システムを構成する個々の電池モジュール毎の交換時期を決定し
て電池システムのメンテナンスを効率化できる。その結果、電池システム全体の稼働率を
向上することができる。
　前述した以外の課題、構成及び効果は、以下の実施の形態の説明により明らかにされる
。
【図面の簡単な説明】
【００１３】
【図１】電池システムを使用するシステム全体の構成例を示す図。
【図２】リチウムイオン電池が製造されるまでの具体的な工程を模式的に示す図。
【図３】リチウムイオン電池のモジュール電池構造を模式的に示す斜視図。
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【図４】製造検査実績情報に記録される充電特性データと放電特性データの容量－電圧プ
ロファイルデータ例を示す図。
【図５】製造検査実績データベースに格納される出荷時の充放電特性データのデータ例を
示す図。
【図６】稼動実績情報を説明する図。
【図７】稼動実績情報のデータ項目例を示す図。
【図８】電池劣化に伴う放電特性の変化を説明する図。
【図９】製造条件が電池の劣化に影響を与える例及び稼動実績が電池劣化に影響を与える
例を示す図。
【図１０】電池モジュールの劣化度の推定に使用する性能劣化データベースを説明する図
。
【図１１】性能劣化データベースに登録されている電池モジュール検査データの例を示す
図。
【図１２】環境実績データベースに記録された環境実績情報の例を示す図。
【図１３】電池システムを構成する電池モジュールの交換時期の計算処理を説明するフロ
ーチャート。
【図１４】電池モジュールの劣化度の推定処理を説明するフローチャート。
【図１５】充放電プロファイルデータのパターンマッチング処理を説明するフローチャー
ト。
【図１６】過去の稼動実績に基づく電池モジュールの使用パターンの推定方法を説明する
フローチャート。
【図１７】過去の稼動実績及び環境情報を用いた電池モジュールの使用パターンの推定方
法を説明するフローチャート。
【図１８】電池モジュールの余寿命の計算処理を説明するフローチャート。
【図１９】電池モジュールの余寿命の計算方法を説明する図。
【図２０】電池モジュールの交換時期の計算方法のフローチャートである。
【図２１】電池モジュールの交換時期の計算結果例を示す図。
【発明を実施するための形態】
【００１４】
　以下に添付図面を参照し、本発明の実施の形態を詳細に説明する。
【００１５】
（実施例１）
　［全体システムの構成］
　図１は、電池システムを使用する全体システムの構成を示す。全体システムは、電池シ
ステム２００、電池システム２００に接続される機器３００、電池システム２００を構成
する電池モジュールの交換時期を管理するメンテナンス管理システム１００で構成される
。
【００１６】
　メンテナンス管理システム１００は、データ入出力処理部１１０と、計算処理部１２０
と、データベース部１３０とを有している。
【００１７】
　計算処理部１２０は、例えばコンピュータで構成される。この場合、計算処理部１２０
は、ＣＰＵと、ＲＡＭと、ＲＯＭと、内部記憶装置（例えばハードディスク）と、入出力
インタフェースを有している。後述するメンテナンス管理機能は、内部記憶装置等から読
み出されて実行されるプログラムを通じて提供される。なお、計算処理部１２０が汎用の
コンピュータで実現される場合、実行されるプログラムに応じた機能が提供される。計算
処理部１２０には、ディスプレイやプリンタが接続されていてもよい。
【００１８】
　実施例に係るメンテナンス管理機能として、計算処理部１２０は、劣化度の推定処理部
１２１と、使用パターンの推定処理部１２２と、余寿命の計算処理部１２３と、交換時期
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の指示処理部１２４とを有している。各処理部は、コンピュータプログラムの実行を通じ
て実現される。各処理部で実行される処理動作の詳細については後述する。
【００１９】
　データベース部１３０は、稼動実績データベース１３１と、製造検査実績データベース
１３２と、性能劣化データベース１３３と、環境実績データベース１３４と、点検計画デ
ータベース１３５を有している。
【００２０】
　本実施例の場合、メンテナンス管理システム１００には、複数の電池システム２００が
接続される。複数の電池システム２００は、１箇所に存在する必要は無く、複数個所に分
散配置してもよい。
【００２１】
　個々の電池システム２００は、例えば電力の供給対象である機器３００に接続される。
機器３００は、電気を使用するだけの機器に限らず、電気を発生できる機器でもよい。例
えば機器３００が風力発電設備でもよい。この場合、電池システム２００は、発生した電
気の蓄積装置として用いられる他、電気の出力を安定化させるための予備電源として用い
られる。また、機器３００は、例えば太陽光発電設備の機器３００でもよい。また、機器
３００は、サーバやデータセンタといった情報システムでもよい。因みに、機器３００が
サーバの場合、電池システム２００は、例えばＵＰＳ（Uninterruptible Power Supply）
と呼ばれる無停電電源装置でもよい。
【００２２】
　［電池システムとその関連情報］
　本実施例の場合、電池システム２００は、複数のリチウムイオン電池モジュールの集合
体として構成される。なお、電池モジュールは、リチウムイオン電池モジュールに限らな
い。この実施例の場合、個々の電池モジュールは、複数のリチウムイオン電池セルを接続
して構成される。なお、電池モジュールが、単一のリチウムイオン電池セルにより構成さ
れる場合も含まれる。
【００２３】
　図２に、リチウムイオン電池が製造されるまでの具体的な工程を模式的に示す。図２に
示すように、リチウムイオン電池の製造工程は、正極材料製造工程と、負極材料製造工程
と、電池セル組立工程と、モジュール電池組立工程とを有している。
【００２４】
　正極材料製造工程では、まず、正極材料の原料となる各種材料を混練・調合し、スラリ
ー材料を作成する。次に、作成されたスラリー材料を、フィルム状に加工した金属箔に塗
工する。その後、スラリーを塗工した金属箔を加工し（例えば圧縮、切断し）、フィルム
状の正極材料を製造する。
【００２５】
　負極材料製造工程では、使用される原料となる各種材料が正極材料製造工程と異なる点
を除き、正極材料製造工程と同様の手順が実行される。まず、負極材料の原料となる各種
材料を混練・調合し、スラリー材料を作成する。次に、作成されたスラリー材料を、フィ
ルム状に加工した金属箔に塗工する。その後、スラリーを塗工した金属箔を加工し（例え
ば圧縮、切断し）、フィルム状の負極材料を製造する。
【００２６】
　続いて、電池セル組立工程が実行される。まず、捲回工程が実行される。捲回工程では
、まず、電池セルに必要な大きさの正極及び負極を、フィルム状の正極材料及び負極材料
から切り出す。また、これら正極材料と負極材料を分離するために使用されるフィルム状
のセパレータ材料から、電池セルに必要な大きさのセパレータを切り出す。この後、切り
出したセパレータを正極及び負極で挟み、重ね合わせるように捲き合わせる。次に、溶接
・組立工程が実行される。溶接・組立工程では、正極、負極及びセパレータを捲き合わせ
た電極対の群を組み立てて溶接する。次の注液工程では、溶接された電極対の群を、電解
液が注入された電池缶内に配置する。続いて、電池缶を完全に密閉する封口工程が実行さ
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れ、電池セルを作成する。この後、セル検査工程が実行される。セル検査工程では、前工
程で作成されたリチウムイオン電池の電池セルを繰り返し充放電する工程と、電池セルの
性能及び信頼性に関する検査（例えば、電池セルの容量や電圧、充電又は放電時の電流や
電圧等の検査）を実行する。これにより、電池セルが完成し、電池セル組立工程が終了す
る。
【００２７】
　次に、電池モジュール組立工程が実行される。電池モジュール組立工程は、モジュール
組立工程と、モジュール検査工程とで構成される。モジュール組立工程では、複数の電池
セルを直列に組み合わせて電池モジュールを構成する。さらに、電池モジュールに対して
充放電を制御する電池制御ユニットを接続し、電池システム２００を製造する。次に、モ
ジュール検査工程が実行される。モジュール検査工程では、組み立てられた電池モジュー
ルの性能及び信頼性に関する検査を行う。例えば電池モジュールの容量や電圧、充電又は
放電時の電流や電圧等の検査を行う。
【００２８】
　図３に、製造された電池モジュール２０１の構成を模式的に示す。図３に示すように、
電池モジュール２０１は、複数の電池セル２０２と、電池制御ユニット２０３を有してい
る。複数の電池セル２０２は、直列に接続されている。個々の電池セル２０２には、電池
セルを識別するための管理番号マーク（例えばバーコード）２０４が付されている。また
、電池モジュール２０１の筐体のいずれかの位置に、電池モジュールを識別するための管
理番号マーク（例えばバーコード）２０５が付されている。
【００２９】
　ここで、電池制御ユニット２０３は、電池セル及び電池モジュールの充放電、容量、電
圧等に関する稼動実績情報（稼動履歴データ）の作成と管理を実行する。電池制御ユニッ
ト２０３は、電池モジュール２０１が充放電した際の日時を計測するタイマを有している
。電池制御ユニット２０３は、充放電時点及び停止状態時点における電池モジュールの稼
動実績データを取得し、電池システムのメンテナンス管理システム１００のデータベース
部１３０の稼動実績データベース１３１に記憶する。この稼動実績データの具体的な構成
については後述する。
【００３０】
　図４に、製造時に実行されるモジュール検査工程で取得される充放電特性データを示す
。このデータを、「電池モジュールの出荷時における容量－電圧プロファイルデータ」と
もいう。図４（ａ）は電池モジュールの充電特性データのグラフであり、図４（ｂ）は電
池モジュールの放電特性データのグラフである。各グラフの横軸は容量であり、縦軸は電
圧である。各グラフでは、電池モジュール１のプロファイルデータを実線で示し、電池モ
ジュール２のプロファイルデータを点線で示す。
【００３１】
　充電検査では、所定の電流値により電池モジュールを充電させながら、その出力電圧の
変化が測定される。充電検査は、測定された出力電圧が充電終了電圧に達した時点で終了
する。この充電開始から充電終了までの間に測定された、電圧と容量の関係の変化が充電
特性データ（充電プロファイルデータ）である。もっとも、「容量」は、測定されるデー
タではなく、充電に使用した電流値と充電時間との積に基づいて計算される。容量の単位
は、Ａｈで表わされる。図４（ａ）に示すように、電池モジュールの充電容量には一般に
個体差がある。
【００３２】
　放電検査では、所定の電流値により電池モジュールを放電させながら、その出力電圧の
変化が測定される。放電検査は、測定された出力電圧が放電終了電圧に達した時点で終了
する。この放電開始から放電終了までの間に測定された、電圧と容量の関係の変化が放電
特性データ（放電プロファイルデータ）である。この場合も、「容量」は、測定されるデ
ータではなく、放電される電流値と放電時間との積に基づいて計算される。やはり、容量
の単位はＡｈである。図４（ｂ）に示すように、電池モジュールの放電容量には一般に個
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体差がある。図４では、充電特性データと放電特性データがほぼ同様である場合を表して
いる。もっとも、それらは互いに異なる場合もある。
【００３３】
　このように求められた各電池モジュールの充放電特性データは、電池システム２００の
出荷時までに、メンテナンス管理システム１００のデータベース部１３０の製造検査実績
データベース１３２に格納される。
【００３４】
　図５に、製造検査実績データベース１３２に格納される充放電特性データのデータ形式
例を示す。充放電特性データは、電池モジュールを特定する電池モジュール番号、充放電
シーケンスを識別するデータ、測定日時、容量、電圧の項目を有している。図５の場合、
例えば電池モジュール番号「Ｍ０１」の「充電」シーケンスでは、電圧が「３．０Ｖ」の
場合、電池モジュールの容量は「０Ａｈ」であり、電圧が「３．１Ｖ」の場合、電池モジ
ュールの容量は「１０Ａｈ」であり、電圧が「３．２Ｖ」の場合、電池モジュールの容量
は「２０Ａｈ」である。電池モジュール番号「Ｍ０１」の「充電」シーケンスには、これ
ら充電時の容量と電圧の関係を示す容量－電圧プロファイルデータが格納されている。
【００３５】
　図６は、各電池モジュールの稼動実績情報を説明する図である。図６（ａ）は、メンテ
ナンス管理システム１００の稼動実績データベース部１３１に記録される、個々の電池モ
ジュールの稼動履歴情報を示している。図の横軸は時間であり、縦軸は電圧である。稼動
履歴情報は、電圧の時間変化と稼動履歴（例えば充電、放電、停止状態）を対応付けた情
報である。稼動履歴情報は、管理対象とする電池モジュールについて少なくとも１つ記憶
される。稼動履歴情報には、電池モジュールの管理が開始された以降の全ての情報が含ま
れることが望ましい。ただし、記憶領域の容量上の制約のため、一般には、過去のデータ
がリフレッシュにより消去される。従って、現実には、稼動履歴情報として、各電池モジ
ュールの直近の稼動実績について電圧と時間変化の関係が保存される。
【００３６】
　図７に、稼動実績データベース部１３１に記録された稼動実績情報の例を示す。稼動実
績情報は、電池モジュールを特定する電池モジュール番号、実績取得日時、ステイタス、
容量、電圧の項目を有している。計算処理部１２０は、個々の電池モジュールについて入
出力される電流値、電圧値を取得し、電池モジュールが充電、放電、停止状態のいずれの
状態であるかを判定し、その判定結果とその際の付随情報を稼動実績情報として記憶する
。稼動実績情報を構成するデータレコードは、例えば１０分ごとに作成される。この作成
時が、実績取得日時である。その際のステイタス値には、充電、放電、停止のいずれの状
態であるかを示す識別コードが記録される。
【００３７】
　なお、稼動実績情報のデータレコードは、電池モジュールのステイタスの変化が検知さ
れたタイミングでのみ作成してもよい。勿論、ステイタスの変化検出時が、実績取得日時
として記録される。
【００３８】
　稼動実績情報の容量は、製品出荷時に充電された電池システム２００の容量を初期値（
例えば１００）とする。電池システム２００が放電された場合には、放電容量（＝放電電
流×経過時間）を前データレコードの容量から減算し、今回記録するデータレコードの容
量とする。一方、電池システム２００が充電された場合には、充電容量（＝充電電流×経
過時間）を前データレコードの容量に加算し、今回記録するデータレコードの容量とする
。
【００３９】
　また、リチウムイオン電池のような二次電池は、停止状態でも自然放電が大きい。この
ため、ステイタスが停止状態の場合には、現在の容量に応じて過去の実績を参照し、停止
時間を乗じた自然放電容量を前データレコードの容量から減算し、計算された値を今回記
録するデータレコードの容量とする。



(9) JP 5768001 B2 2015.8.26

10

20

30

40

50

　稼動実績情報の電圧には、実績取得日時に記載された時刻の現在の測定値を格納する。
【００４０】
　なお、ステイタスが停止状態のデータレコードを、１０分ごとに自動的に記録するのは
記憶容量の無駄である。従って、例えばステイタスが停止状態に切り替わった時刻のデー
タレコードと、他のステイタスに切り替わる直前の所定の測定時刻のデータレコードのみ
を記録し、その間のデータレコードの記録を省略してもよい。
【００４１】
　また、前述したように、本実施例では、充電シーケンスを予測するため、稼動実績情報
として充電状態の履歴を残しておく必要があるので、放電状態の履歴も、停止状態と同様
に省略してもよい。
【００４２】
　また、図４で示した通り、充電特性データと放電特性データがほぼ同じプロファイルに
なる場合には、放電状態の稼動実績情報も履歴を残しておき、必要に応じて、最新の放電
状態の稼動実績情報から充電特性データの容量－電圧プロファイルデータを推定してもよ
い。
【００４３】
　図６（ｂ）は、放電特性データ情報を示すグラフである。グラフの横軸は容量であり、
縦軸は電圧である。実際の稼動時には、必ずしも電池モジュールが全放電するわけではな
い。このため、図中、点線で示す放電特性（推定）に従って、放電開始時の電圧を起点と
し、ＤＯＤ（Depth Of Discharge）により放電特性を管理する。図６（ｂ）では、放電サ
イクルの違いを、その開始点と終了点に対応する黒丸と白丸で表している。黒丸は放電サ
イクルＡに対応し、白丸は放電サイクルＢに対応する。なお、データ処理に際しては平均
化処理を行う。
【００４４】
　図８に、電池モジュールの劣化に伴い、放電特性が変化する様子を示す。図８に示すグ
ラフは、横軸を容量とし、縦軸を電圧とする。図８には、ある電池モジュールについての
初期状態（出荷時）でのプロファイルデータと、所定期間使用した後の時点Ａにおけるプ
ロファイルデータと、さらに所定期間使用した後の時点Ｂとにおけるプロファイルデータ
を表している。なお、いずれのプロファイルデータも、同一の電圧値より放電を開始して
、同一の放電終了電圧に到達して放電を終了させた場合について表している。図８に示す
ように、使用時間に応じ（劣化に応じ）、３つのプロファイルデータに差異があることが
分かる。なお、図８は、電池の劣化に伴い、電池に保持できる電気の量が減ることを示し
ている。
【００４５】
　図９に、製造条件や稼動実績が電池性能の経時劣化に与える影響を示す。図９（ａ）は
製造条件が電池の劣化に与える影響を示し、図９（ｂ）は稼動実績が電池劣化に与える影
響を示す。いずれのグラフも横軸が経過時間であり、縦軸が容量である。
【００４６】
　図９（ａ）は、製造時の製造条件（例えば温度）がＡ，Ｂ，Ｃと異なる３つの電池モジ
ュールを、それぞれ同一の時間放置した後の放電容量を、図８の測定方法と同様の手法に
より調べた場合における電池性能の経時劣化の様子を比較した図である。本図より、製造
条件が電池の劣化に影響を与えることが判る。
【００４７】
　図９（ｂ）は、３つの電池モジュールをそれぞれ異なる使い方をした後に（稼動実績が
異なる場合に）、累積稼動時間が同じ条件となる場合における電池性能の経時劣化の様子
を比較した図である。本図より、稼動実績が電池の劣化に影響を与えることが判る。
　図８及び図９の測定結果から、充電特性についても、同様の傾向があると予測される。
【００４８】
　図１０に、性能劣化データベース１３３の模式図を示す。横軸は、図９（ａ）に示す製
造条件を識別し、代表的な製造条件を製造状態として区分して並べた指標を表わす。また
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、縦軸は、電池モジュールを繰り返し充放電する場合の累積使用容量を表している。
【００４９】
　性能劣化データベース１３３には、製造状態及び劣化状態の組み合わせについて、充放
電特性データとして容量－電圧プロファイルデータを予め格納する。
【００５０】
　これらのデータは、予め各製造状態において製造された電池モジュールを、劣化状態が
０である出荷時に測定した充放電特性データと、累積使用容量が所定値である場合に測定
された充放電特性データとに対応する。
【００５１】
　図１１に、性能劣化データベース１３３に登録されている電池モジュール検査データの
例を示す。性能劣化データベース１３３は、電池モジュールの製品種ごとに作成される。
性能劣化データベース１３３は、少なくとも、充放電シーケンス、製造状態、累積使用容
量、容量、電圧の各データ項目を有する。
【００５２】
　ここで、製造状態は、電池モジュールの製造条件（例えば製造時の温度）によって識別
される。劣化状態は、該当する製造状態で製造された電池モジュールの放置時間により表
わす。図１１に示す例では、ある製品種の電池モジュールを製造状態「Ａ」で製造し、放
置時間が「０」（すなわち製造直後）の場合には、電圧が「３．０Ｖ」の場合には電池モ
ジュールの容量が「０Ａｈ」であり、電圧が「３．１Ｖ」の場合には電池モジュールの容
量が「１０Ａｈ」であり、電圧が「３．２Ｖ」の場合には電池モジュールの容量が「２０
Ａｈ」である等といった充電時の容量と電圧の関係を示す容量－電圧プロファイルデータ
が、所定の放置時間（例えば、１００時間ごとの間隔）が経過した場合毎に容量と電圧と
の関係が対応付けて記憶されている。この容量－電圧プロファイルデータの具体的な内容
については後述する。
【００５３】
　図１２に、環境実績データベース１３４に登録されている電池システム２００の設置場
所の環境情報の取得データの例を示す。例えば、所定時間の間隔にて電池システム２００
が設置されている場所における温度、湿度、風速（平均風速、最大風速）、日照量などの
環境実績情報を取得し、環境実績情報の１データレコードを作成して、実績取得日時とそ
の時点の温度、湿度、風速（平均風速、最大風速）、日照量などの環境実績情報を各デー
タレコードに記録する。なお、各環境実績情報には、モジュール番号が対応付けられる。
【００５４】
　［電池モジュールの交換時期の計算処理］
　図１３に、本実施例に係る計算処理部１２０が、電池システムを構成する個々の電池モ
ジュールの交換時期の計算する際に実行する処理内容を説明する。
【００５５】
　（ステップＳ１０１）
　まず、計算処理部１２０は、電池システム２００を構成する個々の電池モジュールに関
し、各種実績データをデータベース部１３０から読み出す。
【００５６】
　計算処理部１２０は、例えば稼動実績データベース１３１（図７）より、電池モジュー
ル番号に対応する直近の充電処理に関する容量－電圧プロファイルデータと、過去の稼動
実績データとを読み出す。
【００５７】
　なお、直近の充電処理に関する容量－電圧プロファイルデータが、全容量のごく一部し
か充電しない処理であった場合には、例えば古い稼動履歴も探索対象に加え、より充電容
量の大きい充電処理の容量－電圧プロファイルデータを読み出してもよい。
【００５８】
　また、直近の放電処理における放電容量が大きい場合には、その容量－電圧プロファイ
ルデータにおける容量と電圧の関係を左右反転させた容量－電圧プロファイルデータを計
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算し、計算後の容量－電圧プロファイルデータを充電処理に関する容量－電圧プロファイ
ルデータとして代用してもよい。
【００５９】
　また、計算処理部１２０は、例えば製造検査実績データベース１３２（図５）より、電
池モジュール番号に対応する稼動実績データと、出荷時における容量－電圧プロファイル
データを読み出す。
【００６０】
　また、計算処理部１２０は、例えば環境実績データベース１３４（図１２）より、電池
モジュール番号に対応する環境実績データを読み出す。
【００６１】
　また、計算処理部１２０は、点検計画データベース１３５より、電池システム番号に対
応する点検計画データを読み出す。
【００６２】
　（ステップＳ１０２）
　計算処理部１２０（具体的には、劣化度の推定処理部１２１）は、ステップＳ１０１で
取得した出荷時の容量－電圧プロファイルデータと、直近の容量－電圧プロファイルデー
タとを、性能劣化データベース１３３（図１１）に格納している容量－電圧プロファイル
データと照合処理し、該当する電池モジュールの劣化状態（劣化度）を推定する。
【００６３】
　（ステップＳ１０３）
　計算処理部１２０（具体的には、使用パターンの推定処理部１２２）は、ステップＳ１
０１で取得した過去の稼動実績データと環境実績データとから過去の使用パターンを作成
し、電池モジュール毎に今後の使用パターンを推定する。具体的には、今後の電池モジュ
ールの使用容量を、過去の使用パターンに基づいて、経過時間毎の使用容量の平均値と標
準偏差を持つ分布として推定する。
【００６４】
　（ステップＳ１０４）
　計算処理部１２０（具体的には、余寿命の計算処理部１２３）は、ステップＳ１０２で
計算した電池モジュールの劣化度と累積使用容量に対する該当する電池モジュールの劣化
推移データと、ステップＳ１０３で計算した該当する電池モジュールの今後の使用パター
ンを用い、該当する電池モジュールの経過時間毎の最大容量の平均値と標準偏差を持つ分
布として計算する。
【００６５】
　（ステップＳ１０５）
　計算処理部１２０（具体的には、交換時期の指示処理部１２４）は、ステップＳ１０１
で取得した点検計画データと、ステップＳ１０３で計算した該当する電池モジュールの余
寿命データとを使用し、各点検時に交換する電池モジュールを指定する。また、次回の点
検時までに必要な容量を確保できないと計算された場合には、点検時期を変更するように
指示を出す。
【００６６】
　［ステップＳ１０２の詳細動作］
　図１４に、ステップＳ１０２で実行される処理動作の詳細を示す。
【００６７】
　（ステップＳ２０１）
　劣化度の推定処理部１２１は、ステップＳ１０１で取得した出荷時の容量－電圧プロフ
ァイルデータと性能劣化データベース１３３に格納された対応データを比較し、処理対象
とする電池モジュールの製造状態に最も近い対応データを推定する。図１０では、「Ｓ２
０１の処理結果」との引き出し線を付した太枠で囲んだ１つのプロファイルデータが特定
される。
【００６８】
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　ここでの推定処理には、例えば図１５に示すパターンマッチング方法を使用する。まず
、劣化度の推定処理部１２１は、該当する電池モジュールから測定した容量－電圧プロフ
ァイルデータを取得する（ステップＳ３０１）。
【００６９】
　ここで、電池モジュールの測定データQm(V)は次式で表される。
　Qm(V)＝ｆ(v)　　　　　…式（１）
　ただし、ｆ(V)は、電圧Vの関数である。
【００７０】
　次に、劣化度の推定処理部１２１は、性能劣化データベース１３３からマッチング対象
とする容量－電圧プロファイルデータを取得する（ステップＳ３０２）。
【００７１】
　ここで、マッチング対象データQi(V)は次式で表される。
　Qi(V)＝ｆ(v)　　　　　…式（２）
　ただし、ｆ(V)は、電圧Vの関数である。
【００７２】
　次に、劣化度の推定処理部１２１は、測定データQm(V)とマッチング対象データQi(V)と
の差分Δを次式により算出する。
【００７３】
【数１】

【００７４】
　劣化度の推定処理部１２１は、全てのマッチング対象データQi(V)について、測定デー
タQm(V)との差分Δを算出し、その最小値を選択する。
【００７５】
　この後、劣化度の推定処理部１２１は、ステップＳ３０３で選択した容量－電圧プロフ
ァイルデータの属性（製造状態、劣化状態）を取得する（ステップＳ３０４）。
【００７６】
　（ステップＳ２０２）
　次に、劣化度の推定処理部１２１は、ステップＳ２０１で推定した製造状態について登
録されている各劣化状態の容量－電圧プロファイルデータを取得する。具体的には、図１
０において「Ｓ２０１の処理結果」で指し示される容量－電圧プロファイルデータと同じ
縦列に並ぶ全ての容量－電圧プロファイルデータを取得する。図１０では、「Ｓ２０２の
処理結果」との引き出し線を付した枠内に含まれる３つのプロファイルデータが取得され
る。
【００７７】
　（ステップＳ２０３）
　次に、劣化度の推定処理部１２１は、ステップＳ１０１で読み出していた今回充電対象
とする電池モジュールの稼動実績情報を表わす容量－電圧プロファイルデータと、ステッ
プＳ２０２で取得した各劣化状態の容量－電圧プロファイルデータとを比較し、該当する
電池モジュールの劣化状態に最も近い対応データを推定する。図１０では、「Ｓ２０３の
処理結果」との引き出し線を付した太枠に囲まれた１つのプロファイルデータが特定され
る。
【００７８】
　この推定処理でも、図１５に示すパターンマッチング方法を使用し、差分Δが最小とな
る劣化状態に対応する容量－電圧プロファイルデータを選択する。さらに、劣化度の推定
処理部１２１は、選択された劣化状態に対応する容量－電圧プロファイルデータに基づい
て、今回の充電対象である電池モジュールの劣化度を推定する。
【００７９】
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　ここで、パターンマッチング処理の対象となった稼動実績情報を表わす容量－電圧プロ
ファイルデータの電圧の範囲（図１０の下枠内に実線で示す）は、通常は、性能劣化デー
タベースに格納されている容量－電圧プロファイルデータの電圧の範囲とは同じではない
。このため、パターンマッチング処理は、両方の容量－電圧プロファイルデータの共通す
る電圧範囲において差分を計算する。
【００８０】
　以上の理由により、稼動実績情報を表わす容量－電圧プロファイルデータを選択する場
合には、なるべく性能劣化データベースに格納されている容量－電圧プロファイルデータ
の電圧の範囲と近い電圧範囲を持つ稼動実績情報を選ぶほうが、パターンマッチング処理
の精度は高くなる。
【００８１】
　［ステップＳ１０３の詳細動作１］
　図１６に、ステップＳ１０３で実行される処理動作の詳細を示す。すなわち、今後の使
用パターンを推定する方法について説明する。
【００８２】
　（ステップＳ４０１）
　使用パターンの推定処理部１２２は、予め設定した所定の集計区分毎にステップＳ１０
１で取得した、該当する電池モジュールの稼動実績データから集計区分毎の累積使用容量
を計算する。
【００８３】
　（ステップＳ４０２）
　次に、使用パターンの推定処理部１２２は、ステップＳ３０１で計算した集計区分毎の
累積使用容量から集計区分間の累積使用容量の平均値及び標準偏差を計算する。使用パタ
ーンの推定処理部１２２は、例えば過去のＮ回分の集計区分における累積使用容量につい
て、その平均値と標準偏差を計算する。Ｎの値は、数日分から数ヶ月分の区分が対象とな
るように設定する。
【００８４】
　（ステップ４０３）
　続いて、使用パターンの推定処理部１２２は、ステップＳ３０２で計算した集計区分間
の過去の累積使用容量の平均と標準偏差の計算結果に基づいて、該当する電池モジュール
についての今後の集計区分単位毎の累積使用容量の分布を推定する。例えば今後１日の累
積使用容量の分布は、過去の７日分と累積使用容量の平均と標準偏差から作成する。それ
以降の累積使用容量の分布は、過去の７日以前まで含めた累積使用容量の平均と標準偏差
を計算する。このように、今後の累積使用容量の分布を推定するに当たり、過去の実績の
範囲を逐次大きくすることで将来における不確実性を分布に反映している。
【００８５】
　［ステップＳ１０３の詳細動作２］
　ここでは、ステップＳ１０３に好適な他の処理動作を説明する。具体的には、今後の使
用パターンの推定に、過去の稼動実績データと環境実績データを用いる方法について説明
する。図１７に、ステップＳ１０３で実行される処理動作の詳細を示す。
【００８６】
　（ステップＳ５０１）
　使用パターンの推定処理部１２２は、予め設定した所定の集計区分毎にステップＳ１０
１で取得した、該当する電池モジュールの稼動実績データから集計区分毎の累積使用容量
を計算する。この処理は、ステップＳ４０１と同じである。
【００８７】
　（ステップＳ５０２）
　次に、使用パターンの推定処理部１２２は、予め設定した所定の集計区分毎に、ステッ
プＳ１０１で取得した該当する電池システムの環境実績データから集計区分毎の環境実績
データの平均値を計算する。なお、環境実績データとして、電池システムの設置場所の温
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度、湿度、風速（平均風速、最大風速）、日照量などが定期的に計測されているものとす
る。
【００８８】
　（ステップＳ５０３）
　使用パターンの推定処理部１２２は、ステップＳ５０１で計算した集計区分毎の累積使
用容量と、ステップＳ５０２で計算した集計区分毎の環境実績の平均値データを用いて、
累積使用容量と環境実績の関係を数式にてモデル化する。例えば累積使用容量を目的変数
とし、環境実績データ項目のそれぞれを説明変数として重回帰計算を行い、環境実績デー
タと累積使用容量の関係を数式化する。
【００８９】
　（ステップＳ５０４）
　使用パターンの推定処理部１２２は、過去の環境実績データを用いて環境実績の経時変
化を計算する。例えば１日における経時変化は、１週間毎に当該週における各日毎の時間
変化を集計区分毎における平均値と標準偏差を計算することで算出する。週次の経日変化
は、月毎の週のそれぞれの曜日における平均値と標準偏差を計算することで算出する。
【００９０】
　（ステップＳ５０５）
　使用パターンの推定処理部１２２は、ステップＳ５０４で計算した環境実績データの平
均と標準偏差の経時変化を、ステップＳ５０３で作成した累積使用容量と環境実績の関係
を表す数式モデルに代入し、環境実績の経時変化に対応した使用パターンの分布を計算す
る。
【００９１】
　［ステップＳ１０４の詳細動作］
　図１８に、ステップＳ１０４で実行される処理動作の詳細を示す。すなわち、電池モジ
ュールの余寿命を計算する処理の詳細を説明する。
【００９２】
　（ステップＳ６０１）
　余寿命の計算処理部１２３は、ステップＳ１０１で取得した性能劣化データ、ステップ
Ｓ２０３で計算した該当電池モジュールの劣化度、その計算に使用した性能劣化データを
取得する。
【００９３】
　（ステップＳ６０２）
　余寿命の計算処理部１２３は、ステップＳ６０１で取得した情報に基づいて、該当する
電池モジュールの累積使用容量と容量との関係を示す性能劣化データにおける現時点の状
態を示す初期値を設定する。
【００９４】
　（ステップＳ６０３）
　余寿命の計算処理部１２３は、ステップＳ６０２で取得した該当電池モジュールの現時
点からの使用容量に対する性能劣化変化データに、ステップＳ４０３又はステップＳ５０
５で計算した該当電池モジュールの使用パターンの分布データを代入し、該当電池モジュ
ールの今後の経時変化に対する性能劣化の推移の分布（平均値と標準偏差）を計算する。
【００９５】
　図１９に、余寿命の計算結果を示す。前述したように、ステップＳ６０１では、該当電
池モジュールの累積使用容量に対する性能劣化の関係を示す性能劣化データを取得した。
そして、ステップＳ６０２では、取得した性能劣化データに基づいてステップＳ２０３で
計算した劣化度に基づき性能劣化データにおける現時点を示す初期値を設定している。図
１９では、初期値を黒丸で表している。因みに、左側のグラフは横軸を累積使用容量とし
、縦軸を最大容量とする。また、右側のグラフは横軸を日時とし、縦軸を最大容量とする
。
【００９６】
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　その後、ステップＳ６０３では、性能劣化データの初期値以降の累積使用容量と容量劣
化変化の関係に対して、今後の使用容量の推移を代入することにより、今後の経時変化に
対する性能劣化の推移の分布を計算している。例えば図１９の右側のグラフを、余寿命を
提示する画面としてディスプレイに表示する。図中、実線で示すプロファイルが予測値の
平均であり、点線で示すプロファイルが平均値に対して±３σの差分を有するプロファイ
ルである。
【００９７】
　［ステップＳ１０５の詳細動作］
　図２０に、ステップＳ１０５で実行される処理動作の詳細を示す。すなわち、交換時期
の指示処理の詳細を説明する。
【００９８】
　（ステップＳ７０１）
　交換時期の指示処理部１２４は、該当電池システム及び機器の点検計画情報を取得する
。
【００９９】
　（ステップＳ７０２）
　交換時期の指示処理部１２４は、ステップＳ６０３で計算した電池モジュール毎の余寿
命の計算結果を使用し、ステップＳ７０１で取得した各点検時点について各電池モジュー
ルの容量が、しきい値を以下となる（外れる）確率を計算する。
【０１００】
　（ステップＳ７０３）
　交換時期の指示処理部１２４は、ステップＳ７０２で計算した確率が許容値を超える電
池モジュールについて、許容値を超える前の点検時期における交換を管理者に指示する。
これに対し、次回の点検時期に容量しきい値を外れる確率が許容値を超える場合、「至急
交換」の情報を出力する。ここでの指示は、警告音、警告ランプ、音声等による他、管理
者画面に文字やイラスト等を用いて表示することを含む。
【０１０１】
　図２１に、電池モジュール毎の交換時期の計算結果例を示す。なお、図２１そのものを
管理者画面に表示してもよい。図２１に示すデータテーブルは、電池モジュール、その現
在の稼動状況、点検計画１、点検計画２、点検計画３、交換指示をデータ項目とする。こ
れらの情報は、電池モジュール毎に格納されている。
【０１０２】
　点検計画１～３の各欄には、各点検の実行時において各電池モジュールの容量がしきい
値を外れる確率を表示している。例えば容量がしきい値を外れる確率の許容値を２０％と
する場合、電池モジュールＭＯ２は、点検時期２の時点で許容値を超えている。このため
、２つ前の「点検計画１」を交換時期として特定し、「点検１にて交換」との指示文を交
換指示欄に表示する。また、電池モジュールＭＯ３は、次回の点検計画１の時点で既に許
容値を超えてしまう。このため、電池モジュールＭＯ３に対応する交換指示欄には、「至
急交換」が表示されている。なお、電池モジュールＭＯ１とＭＯ４は、直近３回の点検計
画の範囲では許容値を超えない。このため、交換指示は出されていない。
【０１０３】
　なお、図２１においては、予め点検時期が設定されており、かつ、直近３回分の今後到
来する点検時期について計算された確率と許容値とを比較しているが、単純に許容値を超
える時期を通知する手法を採用してもよい。
【０１０４】
　［まとめ］
　本実施例に係るメンテナンス管理システム１００を用いることにより、個々の電池モジ
ュールの製造バラツキや稼動実績のバラツキを考慮した交換時期を電池モジュール毎に求
めて指示することが可能になる。また、予定されている電池システムの点検計画との関係
に基づいて交換時期を指示することが可能になる。これにより、効率的な電池システムの
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メンテナンス管理が可能となり、電池システム全体の稼働率を向上することができる。
【０１０５】
　［他の実施例］
　なお、本発明は上述した形態例に限定されるものでなく、様々な変形例が含まれる。例
えば、上述した形態例は、本発明を分かりやすく説明するために詳細に説明したものであ
り、必ずしも説明した全ての構成を備えるものに限定されるものではない。また、ある形
態例の一部を他の形態例の構成に置き換えることが可能であり、また、ある形態例の構成
に他の形態例の構成を加えることも可能である。また、各形態例の構成の一部について、
他の構成を追加、削除又は置換することも可能である。
【０１０６】
　また、上述した各構成、機能、処理部、処理手段等は、それらの一部又は全部を、例え
ば集積回路その他のハードウェアとして実現しても良い。また、上記の各構成、機能等は
、プロセッサがそれぞれの機能を実現するプログラムを解釈し、実行することにより実現
しても良い。すなわち、ソフトウェアとして実現しても良い。各機能を実現するプログラ
ム、テーブル、ファイル等の情報は、メモリやハードディスク、SSD（Solid State Drive
）等の記憶装置、ICカード、SDカード、DVD等の記憶媒体に格納することができる。
【０１０７】
　また、制御線や情報線は、説明上必要と考えられるものを示すものであり、製品上必要
な全ての制御線や情報線を表すものでない。実際にはほとんど全ての構成が相互に接続さ
れていると考えて良い。
【符号の説明】
【０１０８】
１００…メンテナンス管理システム
２００…電池システム
３００…機器
１１０…データ入出力処理部
１２０…計算処理部
１２１…劣化度の推定処理部
１２２…使用パターンの推定処理部
１２３…余寿命の計算処理部
１２４…交換時期の指示処理部
１３０…データベース部
１３１…稼動実績データベース
１３２…製造検査実績データベース
１３３…性能劣化データベース
１３４…環境実績データベース
１３５…点検計画データベース
２０１…電池モジュール
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